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1．失業の規模と諸結果

　欧州連合EUの失業率は、1995年に11．5％と

いう恐ろしい率に達し、ますます増加の傾向

にある。研修・資格取得計画や早期退職制度

といった受動的な雇用政策の手段によって労

働市場から引き離された人を含めて、EUで約

3，000万人の人びとが、失業の直接的な影響を

受けている。

　失業するということの意味は、経済的損失

に苦しむことだけではない。失業者は労働生

活から排除されるのである。雇用のない状態

は、恒久的な精神的損傷を引き起こす。杜会

全体にとっての失業のコストは、巨大である。

一人の失業者の、国家やコミュニテイの予算

に対する負担は、年間約3万ドイツマルクとな

る。1997年3月、ドイッの納税者にとっての、

失業の総コストは、失業者450万人に対して

1，500億ドイツマルクと見積もられた。

　EU加盟諸国は、失業手当や早期退職制度、

雇用創出計画のために、年間約6，500億ドイツ

マルクを支出しなければならない。

　労働力の一貫した減少は、増加する財政負

担を課せられる、「職の保有者」ないしは収入

のある被雇用者の数の減少につながる。こう

して、労働はますます高価になっている。産

業は労働節約的投資を追及するよう迫られ、

必要な仕事は放置される。
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　労働に適し、働きたい人びとの数は増えて

いるのに、杜会福祉手当の受給者に転化し、

納税者によって支えられることを余儀なくさ

れる。高い長期失業率が、杜会的・経済的・

政治的機構の安定にとって脅威となっている。

　何も雇用なくなることや解雇されることが、

人びとの最大の恐怖の一つになっている。高

齢者や適当な研修を受けなかった人びとだけ

が、職を失う恐怖の下に生きているわけでは

ない。職業訓練を修了し、最初の雇用を見つ

けるのに成功した若い人びとでさえ、こうし

た恐怖に苦しめられているのである。雇用さ

れた人びとは、その後の労働生活期間を通じ

て、自分たちの職を維持することを、当然の

こととは思えなくなっている。高い報酬を受

けている専門家やトップの経営者にすら、そ

のことは当てはまるのである。

　労働市場に労働者が大量に余っているにも

かかわらず、労働は高くつくようになった。

同時に、職場は、希少かつ変動的になった。

オートメーションが労働の最小化を可能にし、

グローバリゼーションが、賃金や杜会保障負

担、税の低い国々への職の移動を可能にして

いる。

　こうした条件の下で、経済が成長しさえす

れば、すべての人に恒久的な職を提供すると

いう伝統的な理念が現実的であると言えるか

どうかを疑うのは、理由のあることである。

労働の新しい概念が確立されなければならな

い。「職の保有者」と失業者の対立や、労働生

活に統合された人びととそこから排除された

人びとの対立につながる、経済成長と失業の

増大の悪循環から抜け出すためには、人びと

は労働や、自分たちと仲問の労働者との県警

についての新しい概念を必要としている。コ

ミュニテイにおいては、人びとはお互いに依

存しあっていることを、自覚しなければなら

ない。より多くの連帯を示さなければならな

いし、何よりもグループで共に働く技法、ア

レクシス・ド・トクヴィル流に言えば「arS

associandi」を再発見しなければならない。

　われわれは、新しい職の創出のための計画

を一方で始めながら、他方では税や杜会保障

負担が労働コストを一貫して引き上げ、労働

節約的投資が促進されるというデイレンマか

ら脱却する道を見つけ出さなければならない。

　すべての人のための長期労働契約という概

念にわれわれが固執しているかぎり、このこ

とは不可能である。

　労働の新しい概念は、労働者の解雇なしに

生産を現代化し、一方への過大なしわ寄せと

他方の排除ではなく、労働を分け合うことを

可能にするものでなければならない。新しい

労働領域と新しい労働組織の形態が開発され

なければならない。こうした努力において、

われわれは、既に新しい概念を設計しある程

度の成功を伴ってそれを実施している、欧州

の隣人たちから学ぶことができる。

　労働の再組織と杜会保障の提供、排除の回

避のためのわれわれの提案は、「2015年までの

労働と雇用」というワーキング・グループに

よってつくられた。このワーキング・グルー

プは、フランス通貨政策委員会が任命し、J．
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Boiss㎝atが議長を務めたものである。この新

しい概念は、一人の個人と、協同組合をその

ネットワークに含む複数の組織（企業、アソ

シエーション、コミュニティ、研修センター）

の間の「活動計画（aCtiVity　C㎝traCt）」に焦

点を当てている。こうした活動計画は、例え

ば5年を期間としてつくられ、この問に伝統的

な有償労働期問と自己雇用期問や、研修、コ

ミュニテイ・ワークの期間が交代するもので

ある。

　この概念の下では、失業者グループの自己

組織は計画の一要素として、特別な白己主張

をするのでも、排除されるのでもない。

　もう一つの概念は、英国とアイルランドに

おける「コミュニテイ協同組合」である。こ

れは、失業者だけでなく特別の技術を持った

ボランタリー・ワーカーや、コミュニティな

いし地方における雇用の創出に関心を持つ組

織がつくるグループによって、強力に築かれ

たものである。

2．グループ概念の優位性

　個人としての失業者が、自らの状況を変え

るためにやれることは限られている。（だが）

彼または彼女は、労働市場に復帰する方途を

見つける上で、労働行政から支援を求めるこ

とができる。ドイツでは、失業者を労働市場

に再統合する取り組みの大部分は、公共機関

から発生し、個人を対象としている。英国と

違って、グループ的な取り組みはめったに推

進されない。これは驚くべきことである。似

たような問題に直面している他の個人といっ

しょになれば、自分たち自身の失業に対する

共同の努力を進める、より良い機会が開かれ

るのだから。

　自分たち白身の困難を克服するために何か

をする必要があり、そう決意することは、協

同組合、ないしは類似の自助組織の設立に向

かう、古典的な状況である。いまは、杜会保

障制度があるおかげで、失業したからといっ

て絶対的貧困にさらされるわけではない。だ

が、職を失うことは、概して生活水準のかな

りの引き下げを意味し、多くの人から切迫し

た問題として受けとめられる。本稿では、自

分自身を助ける用意のある（自立しようとす

る）失業者を、どうすればグループづくりと

自主管理グループ企業の設立へと動機づける

ことができるかが、論じられる。こうした自

主管理グループ企業は、自ら決定したルール

によって運営され、労働コストに関して柔軟

であり、地域に根ざすものである。

　二つの世界戦争直後の混乱期を除いて、こ

うした職を創造するための自主管理グループ

企業や労働者協同組合の成功率は、低かった。

また、労働市場において危機が続く間は、失

業との闘いに対する労働者協同組合の決定的

な貢献が期待されることはなかった、あるい

は期待することができなかった。だが、その

貢献がたとえ限られたものであろうとも、職

を創り出すためのあらゆる手段が用いられな

ければならない。

　Burghard　Fliegerの最近の著書が示してい

るように、労働者協同組合のモデルは、次の

点について柔軟に、革新的な発想で適用され

74



るときに、成功する可能性がある。すなわち、

実施する労働の種類、および組合員と彼らの

協同組合の関係を律するルールに関する、柔

軟さと革新的発想である。

次のような仕事の領域が考えられよう。

＊地域に必要とされる仕事。すなわち、地域

や地方の発展に貢献する仕事である（営繕、

道路・河川の清掃、廃棄物の回収とリサイク

ル）

＊社会的に有用な仕事。しばしば公的なサー

ビスや機関の民営化と連動した仕事である

（デイケアセンター、児童・生徒のための自宅

学習指導、教育・研修、高齢市民へのケア）

＊環境保護に関連した仕事。農業生産や、新

しい生態学的に安定したテクノロジーの利用

と結びついた仕事である（たとえば、公園や

家庭の庭の手入れ、レクリエーション施設の

管理、再植林、代替エネルギーの生産施設の

据え付けと維持管理）

＊民間企業の下請けの仕事。日本の大規模消

費者協同組合において既に実施されているよ

うな、アウトソーシングの過程で生まれる仕

事である（例えば、清掃、梱包、輸送、食堂、

保安）

　協同組合とその組合員との関係を再検討し、

新しい基礎の上に置くこと、というよりもむ

しろ当初の基盤に戻すことが必要である。

い。すなわち、自分たちの組織の盛衰が自ら

の積極的な参加の度合いに掛かっていること、

組合員であること（メンバーシップ）は権利

を与えるだけでなく、むしろ主として義務を

課すものであること、である。

＊組合員は、生涯教育・研修が組合員の義務

の一部であり、自分たちの仕事の一部である

ことを理解しなければならない。

　失業問題を解決する手段として自主管理グ

ループ企業や労働者協同組合を用いるという

もっともと思われる考えが、しばしば即座に

拒絶されている。過去の悪い経験や、「集団企

業（コレクテイブ）」についての広く普及した

偏見のためであり、また、ビジネス・コンサ

ルタントや法律家、経済開発振興および労働

行政の機関のスタッフ、銀行家その他の利害

関係者の問での知識の不足のためである。一

般に、自主管理グループ企業や労働者協同組

合の評判は悪いドイツの過去の二つの部分が

統一した後もそれは好転していない。多くの

旧社会主義集団企業が労働者協同組合に転換

して存続しているにもかかわらずである。批

判者は、これらの組織を、成功の見通しのな

いユートピア的モデルであり、考慮する価値

のない“quantite　neg1igeab1e”であると見て

いる。この分野に存在する成功した取り組み

は、観察レベル以下にある。すなわちそれら

は、小さく地味であり、評判にならないので

ある。

＊組合員は貢任ある共同所有者としての白ら

の役割を自覚し、この役割を引き受けなけれ

ばならない。

＊組合員は、次のことを学ばなければならな

　とりわけ成功の欠如と否定的イメージの理

由となるのは、人びとの心に深く染み付いた

雇用と労働関係の伝統的類型、そうした組織

が機能するための支援の欠如と不適切な枠組
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条件である。

3．小規模企業や労O者協同組合、自主管哩企

　業の法的枠組をどう改善すべきか

　中小規模の企業は、雇用の主要部分を提供

している。だが、これらの中小規模企業は、

上昇するコストによる影響をとくに受けてい

る。労働コストは高く、労働法は、従業員や

労働者が彼らの雇用者と労働を可能とする新

たな妥協策を見出す上での制約となっている。

小規模企業の場合は、労働法のいくつかの厳

格な規則、たとえば、労働者を一時解雇（レ

イオフ）する可能性や予告期問が緩和されて

いるにもかかわらず。商業的様式で簿記を記

帳するという義務も小企業にコストを付加す

る。税法は複雑で、課税相談員のサービスを

必要とする。さらに税の負担が重く、小企業

が自らの資本基盤を安定させることが妨げら

れている。たとえば準備金に配分する不分割

利潤は、約70％の税が課されている。加えて、

ドイツの協同組合法の下では、すべての協同

組合が協同組合監査連合会（co－operative

audit　federati㎝）に加入しなければならず、

毎年ないし二年ごとの監査が課されている。

その費用は、監査一人当たり一日約1000ドイ

ツマルクで、小規模協同組合は、最良の場合

でも、2年ごとに4000ないし5000ドイツマルク

を監査料として払わなければならないことに

なる。

　ドイッでは、小グループ（5人から10人）の

自主管理企業のための、簡単で柔軟な法的類

型がまったく存在しない。彼らの望みは、共

同施設の設立と共同活動の開始、および仲間

の雇用の創出ないし保全によって、市場にと

どまる機会を増大することである。

　これらの“オルタナティブ”な企業は、彼

らの資本保有者の投資に高い報酬を獲得し、

また、労働コストを削減するために労働節約

的テクノロジーに資本を投下しようとする圧

力から、少なくとも部分的に脱却する試みに

よって、主流の経済とは異なる働きをするも

のである。反対に、人問と彼、彼女の必要

（二一ズ）に焦点を当てるものである。（とこ

ろが）これらの“オルタナティブ”な企業は、

一般的な組織類型に当てはまらないのである。

彼らは、既存の連合機構の中に自分たちが求

める利益を見出すこともできず、また、強力

なロビー活動もないから、公的な経済開発計

画の中で考慮されることもないのである。

　必要なことは、小規模グループ企業ないし

自主管理企業のための適切な枠組である。そ

れは、彼らが適切な税制上の取り扱いを受け

つつ、自らの経済的・社会的任務を遂行でき

るようにするものである。こうした枠組は、

たとえばイタリアで行われており、そこでは

協同組合が、無税ないし軽減税率で不分割積

立金を蓄積する可能性が与えられている。ま

た、英国でも、1976年の産業共同所有運動法

の下で行われているところである。

　ドイツで利用可能な事業組織の法的類型の

大部分は、前世紀にさかのぼるもので、民主

的機構と社会・経済目的のシステムをもつ、

労働者協同組合ないし自主管理グループ企業

にとっては適切なものではない。
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＊民法による組合（Thes㏄ie収mderpdva屹1aw／

Gese11schaft　des　burger1ichen　Rechts，G　b　R）　：

法人格がなく、自らの組織の債務に対してす

べての構成員が無制限ないし一定の責任を有

する組織形態である。組織の詳しい機構は、

構成員の合意に任される。何人かの個人が、

法的類型について明示的な合意のないままに、

共同活動によって共通の目的を追求し始める

場合は、民法による組合を選ぶこととなる。

「法的形態を選ばない者は、すでにその一つ選

んでいる。彼はGbRを選んだのである」
（Burghard　P1ieger）o

＊商法による会杜（合名会杜O触H醐
OHG）：法人格がなく、自らの組織の債務に

対してすべての構成員が無制限ないし一定の

貢任を有する組織で、事業を営む男女の間で

の利潤を指向する協働の典型的形態である。

この法的形態は、英国法によるパートナーシ

ップにかなり類似しているが、パートナーシ

ップと違って、利用できるのは商業的活動の

みである。

＊一種の有限パートナーシップ（合資会杜

Kommanditgese11scha丘，KG）：やはりそのし

ようが商業活動に制限されるもので、2種類の

構成員を有する、利潤指向の組織形態である。

2種類の構成員とは、組織の債務に対する完全

かつ無制限の個人的貢任を有する一般パート

ナー（9enera1pa血er／Komp1ementare）と、責

任が彼／彼女の出資額を限度とする有限パー

トナー（1imitedpa血ner／Kommanditisten）であ

る。この法定類型は、その構成員の異なる地

位からして、平等の組合員権にもとづく自主

管理企業や労働者協同組合には適さない。

＊中小規模の企業向けに設計された一種の有

限会杜（1imited　company／Gese11schaft　mit

beschrmkter　Haft㎜g，GmbH）：5万ドイツマ

ルクを最低設立資本金とし、資本拠出にもと

づく組織と解される組織である。構成員の変

更は可能であるが、厳しい規定によって規制

される。法人化され、その設立と重要な意思

決定には登記が義務づけられ、公証人のサー

ビスが必要である。

＊登録民法杜団（registeredprivatelaw

associaOon／ei㎎e血ag㎝erVerein，e．V）：事業

運営を目的から明示的に除外した法的形態で

ある。自分自身の内規をつくる、広範な自治

権を有し、組織として事業に参入できないと

いう事実を除けば、協同組合グループを組織

するのに適している。それゆえ、社団の事業

指向という問題を再検討しない限り、この類

型は、事業の開始を望む自主管理企業や労働

者協同組合には、その設立段階を除いて、適

さない。

＊登録経済社団（registeredec㎝omic
association／Wi血scha血sverein）：例外的な場合

にのみ使用可能である。この形態には、所轄

機関による正式な認可が必要である。

＊登録協同組合（registeredco－operative

society／　eingetrangene　Genossenschaft，

eV）：大規模協同組合の必要に合わせた多く

の改定によって修正された法的類型である。

それゆえ、小規模協同組合や労働者協同組合

にとって、それはもはや最適の法的類型では

なくなっている。
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　事業組織法の新たな必要に応え、現行法の

ギャップを埋めるために、過去25年問にわた

ってドイツでは、新しい法的類型を提供しよ

うとする数多くの取り組みが行われてきた。

＊生産者グループ（Produ㏄rgroups／
Erzeugergemeinschaften）：1975年の市場機構

に関する法律（Marktsmkturgezets）によって

導入された形態。農産物の生産を改善するた

めに、質と量の両面から市場指向の生産を目

的として、他の生産者と合同するよう、個々

の生産者にインセンティブを与えるものであ

る。生産者は法人化を前提として、自分たち

の新たな組織のためにいかなる法的類型をも

自由に選ぶことができる。

＊パートナーシップ組合（Partnership

society／P帥nerscha丘sgesenschaft）：商法によ

る新しい組合形態。今は自由な専門職の構成

員によって使用可能である。これらの構成員

は、かつては商業活動を営む事業家とはみな

されなかったことから、商事組合（OHG）と

いう法的類型の利用から排除されていた。こ

の新たな組織類型は、1970年以降議論され続

け、一九九四年に法律となり、1995年に発効

した。

＊欧州経済利益グループ（Eumpean
Economic　Interest　Grouping／Europaisce

W㎞chamicheInteress㎝verei㎎㎜g，EWIV）：

国境を超えた事業組織のための最初の欧州法

類型として、1985年に創設され、ドイッでは

1989年に適用可能となった。異なるEU加盟国

出身の、2以上の企業ないし個人が国境を超え

て協同するための、無限責任労働グループに

類似した柔軟な組織形態である。この形態は、

小規模の地域に根を置いた、自主管理企業な

いし労働者協同組合には利用されそうもない。

＊労働会杜（皿£wo欣sode奴A佃itsgese蚊雌）：

1970年代に議論されたモデルで、労働を拠出

する構成員と資本を拠出する構成員の二つの

カテゴリーから成る。この概念は、討議の段

階を超えていない。

＊共同企業法（The　comm㎝enterprise　law／

Gemeinscha丘sbe㎞ebsgesets）：1985年、緑の党

がドイツ連邦議会に提出された法案で、主と

して英国の1976年ICOM法にもとづいている。

自主管理グループ企業を促進するための法律

を導入する取り組みが成功しなかった頃のも

の。

　以上の一覧から、強力なロビーグループが

動きを支持する場合に、新しい法類型がドイ

ツの立法者によって創造されてきた一方で、

小規模協同組合や労働者協同組合、自主管理

企業にとくに適合する法的枠組を創造する取

り組みは、決して草案の段階を超えなかった

ことがわかろう。

　小規模協同組合や労働者協同組合、欧州の

大量失業問題の解決に寄与するものとして、

何人かの学者や実践的協同組合人が提案して

きたような、自主管理企業のための法類型が、

欧州レベルで創造されるかどうかは、未解決

ではあるが、いっそうの研究の価値がある問

題である。だが、欧州協同組合（SCE）、欧州

社団、および欧州共済組合のための法的基盤

によって得られた経験に照らしてみると、こ
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の提案は依然懐疑の眼で見られている。

　これからすると、失業者の自主組織という

方法によって雇用を創出するという目的のた

めには、2つの既存の法律と、提案されている

1つの法類型が、興味あるものとして残る。

＊杜団（aSSOCiaOOn）

＊協同組合（co－opera七ve　society）、および

＊協働組合（co－operadon　society／Kooperati㎝一

gese11sch枇）である。

4．自主管理グループ企業の

　ありうべさ組織枠組としての杜団法

　ドイツ民法の下では3種類の社団を見出すこ

とができる。

＊経済目的を持たない登録杜団（Ide刎vereine）

＊登録経済杜団（Whscha丘vereine）

＊非登録社団（nichteinge血agene　Vereine）

4－1．経済目的を持たない登録社団

　ドイツ民法第21条は、この社団が事業を遂

行することを目的としては設立できないが、

彼らは、社団の主要な目的を達成するために

必要な限りにおいて、主要な目的に付随する

経済活動を実施することができる、と明記し

ている（付随活動の免貢特権Nebenzwecゆhv皿eg）。

これらの非経済社団には、簿記や会計に関わ

る詳細な規定や、監査に関わる要件が課せら

れていない。それらがスポーツの振興や、科

学、杜会サービス、保健サービス、国際関係

といった特殊な任務を実施する場合は、公益

のために活動する組織（gemeinnutZige

Organisation）としての公的認知を追求する可

能性がある。この法人は、一定の条件の下で

は、免税の資格を確保することができる。現

在の労働市場における危機を踏まえるなら、

雇用の創出は、税制優遇の資格を得られる目

的のリストに加えられるべきであろう。

　立法者の当初の意図とは異なって、登録

（非経済）杜団の活動は、重要な経済部門に発

展してきた。多くの杜団や社団の連合会が、

大規模な経済活動を実施し、商業企業として

機能している。保健部門だけでも、杜団に属

する企業が約7万存在し、約75万人の従業員を

擁し、うち55万人がパートタイムで働き、150

万人が名誉協力員である。

　一方の主要な非経済目的に付随する法的に

認められた経済活動と、他方の主要な目的と

は認められない経済活動との間の境界線は不

明瞭である。この境界線の定義はますます難

しくなっている。とくに自分の施設を持った

登録（非経済）社団が公共・民間の企業との

競争に参入していく場合に、理論的な法的設

計と経済的現実の問のギャップが拡大しつつ

ある。

　フルタイムないしパートタイムの経営者を

雇用することによって、社団は固定費を生み

だす。この固定費は一般に、市場を見出して

経済活動を遂行することによって、杜団が金

を獲得確保するよう強いることとなる。問題

は、次の通りである。すなわち、費用／事

業／所得が一定量を超えた場合、そうした杜

団は、商業形式の帳簿や会計を保持し、一定
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の間隔での監査を受け義務（すなわち、簿記

係や税理士、専門の監査人のサービスのため

の追加的費用）を含めて、商法に従うべきで

はないのかどうか、また、会杜というほう形

態がますます不適切にならないかどうか（た

とえば、合衆国やイタリアのサッカーないし

野球のクラブ）、である。

　失業者のグループは、登録杜団として共同

企業設立の活動を開始することはできるかも

知れないが、事業に参入しようとするなら、

自らの法類型を変更しなければならなくなる

だろう。

4－2．経済社団

　ドイツ法の下では、経済社団は、例外的な

場合においてのみ認められている。一般に、

そうした認可は、正規の簿記と会計を保持し、

毎年1回公認会計士の監査を受ける義務など、

厳格な条件の下でのみ、与えられる。

　この法類型を小規模協同組合や労働者協同

組合、自主管理企業が利用することは不可能

である。

4－3．非登録社団

期的、公式的な経済活動のための法形式とし

て非登録社団を使用することは、組織が蒙っ

た債務に対する全構成員の無限責任や、構成

員と区別された法人としての法人格や存在が

欠如していることから、制約される。

　この章を要約すると、次のように言うこと

ができる。すなわち、社団の法類型は、いく

つかの部門（保健、社会サービス、スポーツ）

において、大規模な経済活動を実施するため

に、ますます使用されるようになっているこ

と。そして、当初は非経済活動のために設計

された法類型が、自身の企業を運営する多く

の大規模社団の現実ともはや合わなくなって

いること、である。社団法の見なおしによっ

てこれらの問題を解明しようという関心は、

限界があるように思われる。だが、フランス

から生まれたイニシアティブによる、欧州杜

団法創造への努力が存在する。フランスでは

社団法が多様な概念に基礎を置いており、焦

点は、経済活動か非経済活動かではなく、利

潤を生み出し分配するかどうかの区別に当て

られている。

5．小規模自主管理グループ企業のための

　ありうべき法的枠組としての協同組合法

　定義によれば、非登録社団とは、公式に登

記せず、それゆえ公式の統計に含まれない杜

団である。だが、それらが経済の非公式部門

で重要な役割を果たしていることも想定でき

る。この法類型が適用される一つの領域は、

協同組合および会社の登記前段階である。長

5．1現行協同組合法の適合性

　ドイツでは、協同組合のための法的枠組は、

前世紀の後半にまでさかのぼる。とりわけそ

の基礎となったのは、その組合員の経済的利

益を促進する自助組織のためにシュルツェ：
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デーリチュとライファイゼンが開発した理念

である。ドイツ協同組合法においては、労働

者協同組合についても触れられているが、協

同組合法の根底にある概念は、サービス協同

組合、すなわち、その組合員の個人企業や家

計の利益を促進する協同組合組織についての

概念であって、組合員の企業や家計を一つの

共同事業に統合する、集団的協同組合企業は

カバーされていない。

　協同組合法のいくつかの改定の主要な関心

は、成長する協同組合の規模に法律の規定を

合わせることにあった。最初の改定は、1989

年に行われ、組合員の責任を制限できる可能

性や監査の要件が導入された。この傾向は、

1922年の、組合員が大規模な協同組合の場合

の、総会に替わる総代会の導入や、1973年の、

商業会杜との競争の要請への適合へと続いた。

この過程を通じて、小規模協同組合の必要は

無視された。自助組織としての協同組合の明

瞭な特徴は陵味になっていった。何よりもこ

れを促進したのは、間接組合貝民主主義や、

協同組合企業の指導部の自立的な地位の導入

であった。今日、経営陣や簿記と会計、協同

組合の財務・税制上の取り扱いを律する法的

規定は、会杜のそれにかなり近づいている。

　現在の法的枠組は、過重で要求が多いもの

として小規模協同組合の怒りを買う一方、大

規模協同組合は、とくに資本へのアクセスに

関して、この枠組をなお制限的で、前世紀の

協同組合理念にあまりにも染まったものであ

ると見なしている。

　財務や組合員の協同組合への参加の多様な

新たな形態を規定した、1973年の協同組合法

の改定の後でさえ、協同組合に資本市場への

アクセスがないことが遺憾とされた。資本市

場へのアクセスの欠如が会社に比べた構造的

な弱点と見なされたのである。

　これらの不満は、欧州協同組合の規制につ

いての草案の準備に際して考慮された。草案

は、投資組合員の加入や、無議決優先株およ

び組合員債の発行の可能性、さらには、株式

の上場の可能性さえ規定していた。こうした

革新を導入することによって、協同組合モデ

ルは当初の概念からいっそう遠ざかった。当

初の概念によれば、組合員は同時に利用者で

あり、自らの組織をコントロールしようとす

れば、その資本の出資者でなければならなか

った。

　小規模協同組合にとって、こうした接近は、

組織コストや運営支出および税制に関して、

困難と負担をもたらす結果となっている。現

在の法的・財務的条件の下であったら、前世

紀の後半に設置された名誉役貝をもつ小規模

企業の多くは、つくられなかったことであろ

う。

　一方での小規模協同組合や労働者協同組合

のための適切な法的枠組の欠如という問題と、

他方での資本調達の領域での大規模協同組合

の構造的弱点を解決するためには、別の接近

方法が議論されなければならない。
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5．2協同組合法内外の特殊規定によって

　小規模協同組合のための適切な法的枠組

　をどのように創造すべきか

　1973年に協同組合法が大規模協同組合の必

要に適合されたとき、Ludwig　Schno耐　v㎝

Carosfeldは、小規模協同組合のための法律の

必要性はないのかどうか、と問題を提起した。

1989年には、協同組合思想を促進する杜団が、

協同組合法改革の提案を出版した。同年、連

邦議会（B㎜destag）における緑の党の代表者

たちは、協同組合法改正案を提出した。これ

は、組合員20人以下、小規模営業地域で、監査

委員会を任意選択できる、小規模協同組合のた

めの特別規定を加えて提案したものである。

同組合のための特別規定があって、従業員40

人未満の協同組合は、監査委員会を持つこと

なく活動できるとしている。加えて、設立発

起人組合員の最低数は規定されていない。こ

れは、協同組合を形成するのに2人の組合貝で

十分であることを意味する。

　フランスでは、協同組合の法的枠組が、

1947年一般協同組合法（1992年改正）によっ

て構成され、これは労働者協同組合のための

特別法を含む、多様な種類の協同組合のため

の数多くの特別法や政令によって補足されて

いる。この労働者協同組合法によれば、組合

員20人未満の労働者協同組合は、監査評議会

なしで活動することができる。

　こうした考えは、イタリアでも長年の間追

求されたきた。1996年10月、協同組合法を小

規模協同組合に有利に変えるために提出され

た提案が、5度目の否決に会った。この提案に

よれば、小規模協同組合とは、5人から8人の

個人による単純な形態の協同組合である。第8

項では、一般協同組合法を次のように修正す

ることが提案されている。

＊指導部に関して、小規模協同組合は、一人

の人問を経営者兼法律上の代表者として選

挙／任命することが認められるものとする。

＊監査委員会による内部統制は、任意選択と

する。

＊小規模協同組合は、すべての法的要件が満

たされているなら、一般協同組合法による協

同組合にのみ転換するものとする。

オーストリア協同組合法の下には、小規模協

53新しい組織類型の創造

　ミュンスターMunster大学に提出した「組織

形態としてのによって。多様でありうるの展

望」と題する博士論文で、Axe1Bia1ekは、

（協同組合の）暖昧な輪郭と、資本調達の領域

における構造的弱点という問題を、協同組合

の組織類型を会杜モデルに接近し続けること

によってではなく、むしろ「協働組合」（Co－

operation　Society／Kooperationsgese1lschaft）　と

いう新しい組織モデルを創造することによっ

て、解決することを提案している。

　この方法によって、諸個人の結合体しての、

また白助組織としての協同組合の性格を保持

（および再確立）し、協同組合法における利用

者主導組織としての特に協同的な性格が強化
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することが可能になるかも知れない。この新

しい組織形態は、諸個人の結合体の要素と、

資本に基づく組織としての要素を、有限パー

トナーシップの場合と同様に、2種類の組合員

を規定することで結合しようとするものであ

る。

＊資本を拠出し、自らの投資に対する報酬を

期待する組合員（投資家組合員inVeSter－

members）と、

＊より有利な条件で、自らの共同組織から財

やサービスを受け取ることによって、経済的

利益を促進しようとする組合員（利用者組合

員user－members）

この新しい接近方法によって、協同組合の法

的類型をますます会社モデルに接近させよう

とする、大規模協同組合の一貫した要求に終

止符を打つことができるとともに、自助イデ

オロギーや利用者優先、および利用者統制を

高めるために設計された法的規定から脱却す

ることを願う協同組合が、資本へのアクセス

を改善するために特別に設計された組織形態

を選択することを可能にすることだろう。

　Bia1ekが提案する新しいモデルは、スペイ

ン、イタリア、フランスの協同組合法の改正

と同じ方向を指している。これらの改正は、

「投資家組合貝」の加入を認め、フランスで

1985年に発効した「杜会的経済運合会Unions

d‘Ecommie　Soci刎e」の設立に関連する規定

と軌を一にしている。この規定によれば、「杜

会的経済」に属する組織（たとえば、共済組

合や、経済・杜会開発の促進のための公共・

民間組織）は、協同組合資本への参加できる

のである。

　Bia1ekの「協働組合」モデルは、投資家組

合員（たとえばコミュニティ）が、コミュニ

テイの失業者に公共の利益となる仕事を遂行

する機会を提供する企業に、白らの金を投資

することによって、自らの投資に対するでき

る限り高い報酬ではなく、失業手当や杜会保

障給付の形での支出の削減を追求するなら、

雇用の分野においても適用することができる。

このモデルは、すでに英国において、コミュ

ニテイ協同組合という形で、一定の成功とと

もに実践されている。

6結諭

　われわれの時代の最大の挑戦課題、すなわ

ち、有給の雇用から、それゆえにまた経済・

杜会生活の主流から、ますます多くの人びと

を排除する事態との闘いに対する一つの回答

は、失業しているが働く意欲と能力のある人

びとを、社団や協同組合に組織することの中

にある。協同組合が急速な経済的、テクノロ

ジー的、社会的な変化の時代に、革新者とし

ての古典的役割を再度引き受け、失業と排除

を自主的組織によってどのように克服するか、

その解決策を提案しようとするなら、組合員

の差し迫った必要と不安および労働の新しい

概念にもとづいた新たな連帯の創造を望んで

いるとするなら、協同組合の新たな任務のた

めにその法的枠組が再設計されなければなら
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ない。

　労働者協同組合や自主管理グループ企業、

杜団の形態での、地域に根ざした中小規模の

企業によって（それらの発展を妨害するので

はなく）職の創出を推進するために、新たな

ルールを提供して、次の諸課題を実現しなけ

ればならない。

＊3人ないしそれ以上の小グループによる共

同企業を制度的に確立すること

＊それらのグループ企業の設立と運営コスト

を軽減し、利用できる価格によって助言・監

査へのアクセスを保障すること

＊困難な発足段階における税の減免を保障

し、とりわけ営業の最初の数年間に税制優遇

によって生産的投資と不分割積立金の蓄積を

促進すること

＊賃金と労働条件に関する自己決定を可能に

すること

このような小規模協同組合や労働者協同組合、

自主管理グループ企業は、本稿の最初の章で

述べた新しい労働概念の提案において示した

ような、長期の「活動契約」を提供すること

によって、新たな組織のネットワークの一部

を形成することができよう。

　失業者が職と「活動」を見つけ出す機会を

改善しようという圧力は、EU加盟諸国の大部

分に影響を及ぼしている。EUレベルにおける

中小規模の国境を超えたサービス協同組合と

労働者協同組合のために、適切な法的枠組を

創出しようとするイニシアティブは、この任

務に取り組む各国の立法者にとって、積極的

な合図となるだろう。欧州協同組合の法的枠

組についての現在の草案は、明らかに大規模

協同組合組織の必要に目を向けている。

　市場のニッチで活動する小規模協同組合や

労働者協同組合、自主管理グループ企業の必

要とかみ合った法的枠組と税制上の取り扱い

が提供されるなら、それらの企業は、その構

成員の財源の調達によって、民問のイニシア

テイブと個人の協働、連帯と共同貢任にもと

づく（組織の）建設によって、雇用創出に役

立つことができよう。

　社団のための法的枠組が、とくに経済活動

に関して再検討されなければならない。社団

が市場での活動を始める場合は、市場のルー

ルと、商法の規範に従って活動して、組合員

や債権者、第三者を保護すべきである。社団

が企業に転換出きるようにするかどうか、ど

の程度までそれを可能とするかについては、

より明瞭に規定することが必要である。

　雇用創出が活動リストに加えられなければ

ならないし、公益（公衆の利益）に役立つ場

合には、杜団に免税資格を付与することもで

きよう。これらの要件を満たすなら、遮断は

かなりの程度、雇用創出に貢献することがで

きるだろう。とりわけ、杜会的に望ましい影

響を伴う仕事を共に進めなければならない場

合や、1995年の国際協同組合同盟の協同組合

新原則が提案しているような、コミュニテイ

のパートナーないし代理人として活動する場

合には。
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第四原則「自治と白立」

　協同組合は、その組合員によって統制

される自治的な自助組織である。政府を

含む他の組織と協定を結ぶ場合、あるい

は外部の財源から資本を調達する場合に

は、その組合員による民主的統制が保証

され協同組合の自治が保持されることを

条件としてそれらを行う。

　小規模協同組合や労働者協同組合、自主管

理グループ企業のための適切な法的枠組を求

めるこの主張は、大量失業に対する魔法の方

式を提供しようとするものではない。

　意図しているのは、白己決定労働の新しい

概念を実践に移す控えめな次元での可能性を

指摘すること、自分たち自身の努力によって

失業から脱却する一つの道を示すこと、失業

者を経済生活に統合する一つの方法を提案す

ること、他方では、失業者・貧困者を支援す

る共同貢任の負担がますます重くなる中で、

国家や市民のコミュニテイの負担の一部を軽

減しようとすることである。

　杜会福祉手当の受給者が、雇用を自ら努力

して見つけ出すなら、彼や彼女の子どもたち

に正規の労働生活を示すならば、適切な法的

枠組を提供することによって、小規模協同組

合や労働者協同組合、自主管理グループ企業

を推進し促進しようとする努力は正当なもの

となろう。

　だが、既存の法律の改正や新しい法律の公

布が、孤立した手段に留まるなら、ほとんど

効果を発揮しないであろう。小規模協同組合

や労働者協同組合、自主管理グループ企業を

設立する条件の改善が広げられなければなら

ないし、助言や支援を求める利害関係者に対

して、どこに行けばそれらが得られるかが知

らされなければならない。何よりも、すでに

確立した協同組合組織が、組織的な自助組織

という手段によって失業者を社会に統合する

ことに役立とうという、この新しい考え方を

支援しなければならない。

　北イタリアのトレンティーノ＝アルト・ア

ディジェ自治州における、杜会連帯のための

協同組合を振興する1988年州法制は、こうし

た新たなグループ企業を振興するパッケージ

の好例として役立つものである。この法制は

二つの法律から成り立っていて、一つは、一

般協同組合法を修正し補足する「組織法」で

あり、もう一つは、「実行法」である。実行法

は、新たに提供された可能性を普及するのに

必要な基金を規定するとともに、この任務を

既存の協同組合連合会諸組織に与えることに

よって、高くつく新たな官僚制の尤進を生み

出さないようにしたものである。

　EU首脳が1997年3月のトリノにおける会議

で決定したように、失業との闘いがEUの政策

において現実に高い優先順位を占めるとする

なら、小規模協同組合や労働者協同組合、自

主管理グループ企業の法的枠組の見直しを断

固として追求すべきである。

　既成の協同組合とその連合会組織は、この

機会を捉えて、協同組合的な自助とグループ

連帯、協同組合間協同の理念に新たな意義を

与え、グループ企業に白己組織された労働の

分野に協同組合形態の組織を普及すべきであ

る。経済とテクノロジー、杜会が急激に変化

するわれわれの時代において、差し迫った諸

問題を解決する革新的な道筋として。

断




